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○三豊市重度身体障害者住宅改造事業実施要綱

平成18年1月1日

告示第42号

改正 平成27年12月25日告示第260号

(趣旨 ) 
第1条 身体に重度の障害を有する者に対し、住宅改造に必要な経費を助成することにより、
当該身体障害者の日常生活を容易にし、その行動範囲を広げて自立を促進するため、三豊市

が行う重度身体障害者住宅改造事業 (以下「事業」という。)における補助については、三豊
市補助金等の交付手続等に関する規則 (平成18年三豊市規則第52号 )に定めるもののほか、こ
の告示の定めるところによる。

(実施主体 ) 
第2条 この事業の実施主体は、三豊市とする。

(対象者 ) 
第3条 この事業の対象となる者 (以下「対象者」という。 )は、次に掲げる要件に該当する重
度身体障害者 (以下「障害者」という。 )の属する世帯の生計中心者 (障害者の属する世帯を
事実上主宰し、生計維持の中軸となる者 )であり、その世帯の前年 (事業を行おうとする月が
毎年6月以前の場合はその前々年 )の所得税が非課税の世帯の生計中心者のうち、障害者のた
めに住宅改造を希望するものとして市長が適当と認めた者とする。

(1) 身体障害者福祉法 (昭和24年法律第283号 )第15条の規定による身体障害者手帳の交付
を受けた者

(2) 障害の級別が視覚障害又は肢体不自由により1級又は2級である者 (視覚障害と肢体不
自由の重複により2級であるものを含む。 ) 

(3) 65歳未満である者
(補助対象工事 ) 
第4条 この事業の対象となる工事は、対象者が障害者の日常生活を容易にするために行う障
害者が現に居住し又は事業終了後居住しようとする住宅の、次に掲げる箇所の整備改善を目

的とする改造工事のうち、市長が必要と認めた工事とする。

(1) 手すりの取付け
(2) 段差の解消
(3) 滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変更
(4) 引き戸等への扉の取替え
(5) 洋式便器等への便器の取替え
(6) 前各号の住宅改修に附帯して必要となる住宅改修
(7) その他当該身体障害者にとって真に改造を必要とする箇所 (階段昇降機等 ) 

2 前項の規定にかかわらず、次に掲げる工事に係る経費は対象としない。
(1) 住宅の購入、新築、全面的な建替工事、増築
(2) 既にこの事業による改造工事を行った住宅の改造工事 (障害の内容又は程度に著しい
変化があった等の特別の事情がある場合を除く。 ) 

(補助金の交付 ) 
第5条 三豊市は、対象者に対し予算の範囲内において補助金を交付する。

(補助金の額 ) 
第6条 この告示による補助金の額は、三豊市が事業に要する経費として補助した額の実支出
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額 (百万円に3分の2を乗じて得た額又は住宅改造に要する経費の実支出額に3分の2を乗じ
て得た額のいずれか少ない方の額 (ただし、介護保険法 (平成9年法律第123号 )に基づく居宅
介護住宅改修費及び居宅支援住宅改修費の支給を受けた場合、又は身体障害者福祉法又は児

童福祉法に基づく日常生活用具給付事業のうち居宅生活動作補助用具の購入費及び改修工

事費の支給を受けた場合は、百万円から支給額を差し引いた額に3分の2を乗じて得た額又
は住宅改造に要する経費の実支出額に支給額を差し引いた額に3分の2を乗じて得た額のい
ずれか少ない方の額 )を限度とする。

2 前項の額に円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てるものとする。
(補助金の交付申請 ) 
第7条 この補助金の交付を受けようとする対象者は、重度身体障害者住宅改造事業補助金交
付申請書 (様式第1号 )を、提出するものとする。

2 前項の申請書には、市長が必要と認める書類を添付しなければならない。
(補助金の交付決定 ) 
第8条 市長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、
補助金の交付を決定して、その旨を当該対象者に通知するものとする。

2 市長は、前項の場合において、必要があると認めるときは、条件を付して補助金の交付の
決定をすることができる。

(申請の取下げ ) 
第9条 補助金の交付の申請をした者は、前条の規定による通知を受けた場合において、当該
通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、市長の

定める期日までに、申請の取下げをすることができる。

2 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はな
かったものとみなす。

(補助事業の中止、廃止等の場合の措置 ) 
第10条 補助金の交付の決定を受けた者 (以下「補助事業者」という。 )は、補助事業を中止
し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けなければならない。

2 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難とな
った場合には、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。

(検査等 ) 
第11条 市長は、必要に応じ補助対象工事に関して指示し、又は報告を求め、若しくは検査
することができる。

(事業実績報告 ) 
第12条 補助事業者は、事業が完了したときは、速やかに重度身体障害者住宅改造事業補助
金実績報告書 (様式第2号 )を、市長に提出しなければならない。

2 前項の事業実績報告書には、市長が必要と認める書類を添付しなければならない。
(額の確定 ) 
第13条 市長は、前条の報告書を受理したときは、その内容を審査し、及び必要に応じて調
査を行い、補助金の額を確定し、その旨を補助事業者に通知するものとする。

(補助金の支出 ) 
第14条 補助金の交付は精算払とする。ただし、市長が必要と認めるときは、概算払とする
ことができる。

(交付決定の取消し ) 
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第15条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定の
全部若しくは一部を取り消すことができる。

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受け、又は補助金の交付を受けた
とき。

(2) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に違反したとき。
(3) 市長の承認を受けて、補助事業を中止し、又は廃止したとき。
(4) 補助事業を遂行する見込みがなくなったとき。
(5) この告示に違反したとき。
(補助金の返還 ) 
第16条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消しに
係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じなけ

ればならない。

2 市長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超え
る補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じなければならない。

(財産の管理 ) 
第17条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業
完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図ら

なければならない。

2 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で、その価格が50万円以
上のものについては、市長が別に定める期間を経過するまで、市長の承認を受けないで、補

助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならな

い。

(その他 ) 
第18条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定め
る。

附 則

(施行期日 ) 
1 この告示は、平成18年1月1日から施行する。

(経過措置 ) 
2 この条例の施行の日の前日までに、合併前の高瀬町身体障害者住宅整備事業の補助に関す
る条例 (平成5年高瀬町条例第7号 )、山本町重度身体障害者住宅整備事業実施要綱、三野町重
度身体障害者住宅整備事業実施要綱、豊中町重度身体障害者住宅改造事業実施要綱 (平成8
年豊中町告示第75号 )、詫間町高齢者・障害者住宅改造促進事業助成金交付要綱 (平成13年詫
間町教育委員会告示第65号 )、仁尾町重度身体障害者住宅改造事業実施要綱又は財田町重度
身体障害者住宅改造事業補助金交付要綱 (平成10年財田町要綱第5号 )の規定によりなされた
処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当規定によりなされたものとみなす。

附 則 (平成27年告示第260号 )抄
(施行期日 ) 
第1条 この告示は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律 (平成25年法律第27号 )附則第1条第4号に掲げる規定の施行の日から施行する。
(三豊市重度身体障害者住宅改造事業実施要綱の一部改正に伴う経過措置 ) 
第12条 この告示の施行の際、第13条の規定による改正前の三豊市重度身体障害者住宅改造
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事業実施要綱の様式による用紙で、現に残存するものは、当分の間、所要の修正を加え、な

お使用することができる。


